
袋
井
市
議
会
１１
月
定
例
会
報
告 

 

市
議
会
１１
月
定
例
会
が
１１
月
２８
日
か
ら

１２
月
２１
日
ま
で
開
か
れ
ま
し
た
。
市
長
提
出

１３
議
案
の
審
査
を
行
い
最
終
日
に
採
決
、
い
ず

れ
も
可
決
・
同
意
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、「
手

話
言
語
条
例
の
制
定
に
関
す
る
要
望
書
」を『
採

択
』
と
し
ま
し
た
。 

平
成
２９
年
度
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
） 

 

２
億
７
１
０
０
万
円
追
加
し
、
総
額
３
２
９
億

８
３
０
０
万
円
に
な
り
ま
し
た
。
歳
入
の
主
な
も

の
は
、
国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
、
寄
付
金
の
他
、

退
職
者
増
に
伴
う
退
職
手
当
基
金
か
ら
の
繰
入
金
、

体
育
館
整
備
事
業
に
充
て
る
合
併
特
例
債
で
す
。 

浅
羽
海
岸
防
風
林
の
枯
損
木
伐
採
に 

１
０
１
９
万
円 

 

今
回
の
事
業
は
、
今
年
度
急
激
に
枯
れ
た
２
線

堤
、
３
線
堤
の
松
を
伐
採
す
る
も
の
で
す
。
市
民

参
加
の
グ
リ
ー
ン
ウ
ェ
ー
ブ
事
業
に
よ
っ
て
植
樹

し
た
も
の
の
な
か
に
、
松
枯
れ
線
虫
へ
の
抵
抗
性

が
弱
い
も
の
が
あ
り
、松
枯
れ
が
増
え
て
い
ま
す
。  

 

被
害
拡
大
を
防
止
す
る
た
め
、
県
か
ら
補
助
金

交
付
も
受
け
て
来
年
３
月
ま
で
に
実
施
し
ま
す
。 

ア
ス
ベ
ス
ト
処
分
負
担
金 

３
５
０
０
万
円 

 

市
総
合
体
育
館
の
建
設
工
事
を
来
年
度
か
ら
着

手
し
ま
す
。
そ
れ
に
先
だ
ち
旧
パ
イ
オ
ニ
ア
体
育

館
の
解
体
工
事
を
行
う
予
定
で
し
た
。
し
か
し
、

そ
の
外
壁
の
仕
上
げ
塗
材
に
ア
ス
ベ
ス
ト
が
使
用

さ
れ
て
い
た
こ
と
が
判
明
。
取
り
壊
し
に
際
し
、

余
分
な
手
間
と
処
分
費
用
が
か
か
る
た
め
、
Ｓ
Ｐ

Ｃ
に
追
加
費
用
を
支
払
う
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。 

債
務
負
担
行
為 

 

袋
井
西
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
改
築
の
た
め

移
転
が
必
要
と
な
っ
た
袋
井
方
面
隊
第
一
分
団
車

庫
の
測
量
設
計
等
業
務
委
託
料
８
３
０
万
円
（
期

間
Ｈ
２９
～
３０
）
と
、
ま
た
平
成
３０
年
度
か
ら
工

事
着
手
と
な
る
袋
井
市
防
災
セ
ン
タ
ー
の
袋
井
市

の
負
担
額
８
億
８
２
０
０
万
円
（
期
間
Ｈ
２９
～

３１
）
の
債
務
負
担
行
為
補
正
を
し
ま
す
。 

 

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ
ー
条
例
制
定 

平
成
３０
年
４
月
か
ら
各
公
民
館
を
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
セ
ン
タ
ー
へ
移
行
す
る
た
め
、
各
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
セ
ン
タ
ー
の
名
称
や
位
置
、
設
置
目
的
や
管

理
、
使
用
料
な
ど
を
条
例
で
定
め
ま
す
。 

袋
井
市
国
民
健
康
保
険
給
付
等 

支
払
準
備
基
金
条
例
の
一
部
改
正 

平
成
３０
年
度
か
ら
国
保
運
営
が
県
単
位
に
移

行
し
、
保
険
給
付
費
な
ど
は
県
か
ら
全
額
交
付
さ

れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
支
払
準

備
基
金
を
保
険
給
付
費
な
ど
の
支
払
い
不
足
に
充

て
る
必
要
が
な
く
な
る
た
め
、
基
金
の
題
名
や
設

置
の
目
的
な
ど
に
つ
い
て
改
正
し
ま
す
。 

袋
井
市
手
数
料
条
例
の
一
部
改
正 

 

証
明
書
自
動
交
付
機
の
手
数
料
は
、
使
用
促
進

や
周
知
を
目
的
に
、
平
成
２７
年
度
か
ら
一
律
１
０

０
円
の
値
下
げ
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。
利
用
率

が
以
前
の
１
０
％
か
ら
３
０
％
程
度
ま
で
向
上
し

て
き
た
こ
と
か
ら
、
平
成
３０
年
４
月
か
ら
元
の
金

額
に
戻
し
ま
す
。 

人
事
院
勧
告
に
準
じ
て 

議
員
・
特
別
職
の
期
末
手
当
の
改
正 

 

議
員
の
期
末
手
当
の
年
間
支
給
月
数
を
０
．
０

５
月
分
引
上
げ
、
３
．
５
０
月
と
し
ま
す
。 

 

特
別
職
の
期
末
手
当
は
年
間
支
給
月
数
を
０
．

１
０
月
引
上
げ
、
４
．
４
０
月
と
し
ま
す
。 

職
員
の
給
料
月
額
・
勤
勉
手
当
の
改
定 

 

一
般
職
の
期
末
勤
勉
手
当
の
年
間
支
給
月
数
を

０
．
１
０
月
分
引
上
げ
、
４
．
４
０
月
と
し
ま
す
。 

 

民
間
給
与
と
の
較
差
を
埋
め
る
た
め
、
給
与
表

の
水
準
を
平
均
０
．
２
％
引
き
上
げ
ま
す
。 

人
権
擁
護
委
員
の
推
薦 

 

田
中
知
子
氏 

（
久
能
） 

２
期
目 

 

安
間
佐
江
子
氏
（
西
ヶ
崎
） 

新
任 

２
名
の
推
薦
に
同
意
し
ま
し
た
。
任
期
は
平
成

３０
年
４
月
１
日
か
ら
３
年
間
で
す
。 

袋
井
市
手
話
言
語
条
例
の 

制
定
等
に
関
す
る
要
望
書 

採
択 

 

袋
井
市
身
体
障
害
者
福
祉
会
聴
覚
障
害
部
、
袋

井
市
手
話
通
訳
団
か
ら
市
議
会
に
要
望
書
が
提
出

さ
れ
ま
し
た
。
内
容
は
、
袋
井
市
で
も
手
話
言
語

条
例
を
制
定
す
る
こ
と
、
全
国
手
話
言
語
市
区
長

会
へ
の
加
入
を
求
め
る
も
の
で
す
。 

民
生
文
教
委
員
会
で
陳
情
審
査
を
行
い
、
審
査

結
果
は
「
採
択
」
と
な
り
ま
し
た
。 

日
本
共
産
党
市
議
団
提
出 

意
見
書
（
案
）
廃
案
に 

日
本
共
産
党
市
議
団
は
、
市
議
会
１１
月
定
例
会

に
「
北
朝
鮮
の
ミ
サ
イ
ル
・
核
兵
器
開
発
に
抗
議

し
、
政
府
に
毅
然
と
し
た
平
和
的
・
外
交
的
対
応

を
求
め
る
意
見
書
（
案
）」
と
「
被
爆
者
に
寄
り
添

い
、
被
爆
国
の
政
府
と
し
て
核
兵
器
廃
絶
に
積
極

的
な
取
り
組
み
を
求
め
る
意
見
書
（
案
）」
の
２
つ

の
意
見
書
（
案
）
を
提
出
し
ま
し
た
。 

  

会
派
代
表
者
会
議
で
、意
見
書
の
取
り
扱
い
を

協
議
し
ま
し
た
が
、
残
念
な
が
ら
両
意
見
書
（
案
）

と
も
自
民
公
明
ク
ラ
ブ
、
新
生
ふ
く
ろ
い
の
賛
成

が
得
ら
れ
ず
廃
案
と
な
り
ま
し
た
。 

  

度
重
な
る
北
朝
鮮
の
軍
事
挑
発
、
１１
月
２６
日

に
も
ミ
サ
イ
ル
が
発
射
さ
れ
た
ば
か
り
で
あ
り
、

日
本
国
民
の
安
全
に
脅
威
も
た
ら
す
も
の
で
断
じ

て
許
せ
ま
せ
ん
。
国
会
を
は
じ
め
多
く
の
自
治
体

が
意
見
書
・
決
議
を
あ
げ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、

「
今
は
ま
だ
圧
力
を
加
え
る
時
期
で
話
し
合
い
を

行
い
時
期
で
は
な
い
」
と
い
う
政
府
の
主
張
と
見

解
が
違
う
と
い
う
の
が
反
対
理
由
で
す
。 

  

ま
た
、
核
兵
器
廃
絶
に
つ
い
て
は
、
今
年
の
ノ

ベ
ー
ル
平
和
賞
を
国
際
Ｎ
Ｇ
Ｏ
の
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｎ
が
受

賞
す
る
な
ど
世
界
的
に
核
兵
器
廃
絶
を
求
め
る
機

運
が
盛
り
上
が
っ
て
い
ま
す
。
そ
の
流
れ
に
逆
行

し
、
日
本
政
府
が
唯
一
の
被
爆
国
と
し
て
核
廃
絶

を
進
め
る
の
で
は
な
く
、
核
保
有
国
を
容
認
す
る

立
場
に
立
ち
国
際
的
な
批
判
を
浴
び
て
い
ま
す
。

そ
う
し
た
政
府
と
同
じ
主
張
で
「
核
兵
器
禁
止
条

約
は
核
保
有
国
と
一
致
で
き
ず
核
廃
絶
に
結
び
付

か
な
い
」
と
の
反
対
理
由
で
し
た
。 

  

本
来
地
方
議
会
は
、住
民
の
立
場
に
立
っ
て
判

断
す
べ
き
で
あ
り
、
こ
う
し
た
政
府
の
言
い
な
り

の
姿
勢
で
は
住
民
の
理
解
を
得
ら
れ
る
も
の
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。 
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